
公益財団法人　福太郎奨学財団

１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・償却原価法（定額法）によっている。

(2) 引当金の計上基準

貸倒引当金

　奨学金貸付金の貸倒による損失に備えるため、奨学金貸付金回収の危険性を基に分類した

債務者区分に基づき損失見込額を計上している。

(3) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　 出資金 0 20,000,000 0 20,000,000

小　　計 1,260,473,000 178,164,002 176,910,906 1,261,726,096

合　　計 2,360,473,000 198,426,984 197,173,888 2,361,726,096

　 奨学金貸付金 1,075,268,000 79,350,000 92,750,000 1,061,868,000

　 貸倒引当金 △ 16,132,000 △ 63,000 0 △ 16,195,000

 特定資産

　 奨学資金積立資産 201,337,000 98,877,002 84,160,906 216,053,096

　 定期預金 100,888,682 0 20,262,982 80,625,700

小　　計 1,100,000,000 20,262,982 20,262,982 1,100,000,000

 基本財産

　 投資有価証券 999,111,318 262,982 0 999,374,300

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

　 出資金 20,000,000 (20,000,000) - -

日本高速道路保有・債務
返済機構　第139回

100,000,000 101,973,900 1,973,900

合　　計 999,374,300 1,016,868,700 17,494,400

日本高速道路保有・債務
返済機構　第116回

199,826,946 204,700,000 4,873,054

日本高速道路保有・債務
返済機構　第123回

99,964,409 102,510,000 2,545,591

利付国債10年
第339回

99,661,740 102,720,000 3,058,260

日本高速道路保有・債務
返済機構　第97回

100,000,000 101,710,000 1,710,000

利付国債10年
第312回

99,985,091 100,750,000 764,909

利付国債10年
第314回

99,985,540 100,997,100 1,011,560

利付国債10年
第312回

99,953,105 100,747,700 794,595

利付国債10年
第312回

99,997,469 100,760,000 762,531

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益

合　　計 2,361,726,096 (2,361,726,096) - -

　 貸倒引当金 △ 16,195,000 (△16,195,000) - -

小　　計 1,261,726,096 (1,261,726,096) - -

　 奨学資金積立資産 216,053,096 (216,053,096) - -

　 奨学金貸付金 1,061,868,000 (1,061,868,000) - -

小　　計 1,100,000,000 (1,100,000,000) - -

 特定資産

　 投資有価証券 999,374,300 (999,374,300) - -

　 定期預金 80,625,700 (80,625,700) - -

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

 基本財産



５．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

６．関連当事者との取引の内容
　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（注）　１．取引条件及び取引条件の決定方針等
　事務の委託費については、提示された見積りを業界水準と比較の上、交渉により決定
している。

７．金融商品の状況に関する事項

　　（１）金融商品に対する取組方針

　　　　　当法人は、法人会計及び公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、
　　　　日本国債、地方債、政府保証債、円建て債券、その他理事会が承認した金融商品により
　　　　資産運用する。

　　（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　　　　投資有価証券は、市場価格の変動リスクにさらされている。

　　（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　　　　①　資金運用規程に基づく取引

　　　　　　　金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。

　　　　　②　市場価格の変動リスクの管理

　　　　　　　投資有価証券は、格付等を定期的に把握し、理事会に報告する。
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　特定資産運用益計上による振替額 2,065

合　　　計 8,007,879

内　　容 金　　額

 経常収益への振替額

　基本財産運用益計上による振替額 8,005,814


